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アジア経済の産業ネットワーク構造

と投入係数の特徴
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1論文の目的

本稿は、 1990年アジア産業連関表を元に、アジア地域9ヶ国にアメリカ

を含めた経済圏を対象として経済的相互依存関係の状況を図解的・定量的

に提示することを目的とする。

分析の基本的枠組みは産業連関分析とその応用であるが、本稿の方法は

投入係数表を基礎データとし、その比較的低次の有限回の波及過程と収束

度合いから数値を抽出し各国各産業のネットワーク構造を描写しようとい

うものである。その意味で、通常行われるであろうレオンチェフ逆行列に

よる波及効果分析とは只なり、アジア経済の「構造特性」を投入係数から

抽出・把握することが本稿の狙いとなっている。なお、波及過程を低次に

留める理由は本稿中において触れる。

このような通常の波及効果分析とは異なる連関分析の応用は、従来「質

的産業連関分析Qualitative Input-Output Analysis」として比較的古く

から知られてきた。ここで言う「質的」とは、同一部門や産業の生産活動

の内実が多部門化するという意味ではなく、連関データを元に産業部門同

士の「依存度」や「遠近感」を有向グラフなどの方法を用いて表現すると

いう意味で用いられている。これらの方法を部門分類と統合の方法に応用

するなどの点で、従来の波及効果分析(量的分析)とは異なるものとして

位置づけられてきている。

例えば.これまでの研究史で著名なものには、主にアメリカにおける
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Yan & Ames [29]の産業相互の依存度を示す帽序行列(order matrix)

や、そこにグラフ理論の導入を試みたBlin & Murphy [4]などがある.

また、ヨーロッパでは、順序行列の他に依存行列(dependency matrix)

や結合行列(connectedness matrix)など幾つかの質的構造行列.及びそ

の特徴を表示する指標を開発したドイツのHolub & Schnabl 【8]が知ら

れている　Holub & Schnablの方法を日本とドイツの連関表に適用した

例としては朝倉[1]がある。

また、類似の研究としては、 Slater 【22]に依る部門統合の図解的方法

や、比較的最近のものでは有向グラフとクラスター分析を応用したDe-

Bresson [5]などが存在してる。

これらの先行研究に対し、本稿の方法は、逆行列表から投入係数表の三

角化行列を作成し無向グラフによって産業依存状況を表現すること、産業

別における依存状況を「ネットワーク構造」として個別に抽出することな

どが特徴となるl。また、小分類表からのネットワーク構造の抽出へも適

用可能である2。

従来の「質的分析」の特徴であり弱点でもあった点は、投入係数表のデ

ータそのものから順序数やカテゴリーデータへの変換を行うことで、本来

の投入係数構造が有していたであろうと考えられる量的特徴が過度に表現

されたり、単純化されてしまうことであった。本稿では、基本的に投入係

数表とその低次の有限回波及のデータを用いることで、当該連関表が有す

るであろう量的関係をよりストレートに図解的・個別的に表現しようとし

た。本稿は、この方法をアジア経済圏の産業構温　特にその国際連関表が

有する生産構造に適用することで浮かび上がる特徴を示そうというもので

ある。

ところで、アジア経済における量的依存関係については、例えば、これ

までも渡辺[28]などで指摘されており.比較的以前のものでは、鳥居

1これらのより詳しい解説は、市橋・飯國・池田[14]、 Ichihashi, Ikeda, and Iiguni
[15]などを参照されたい。
2市橋[9]。
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[26】による経済発展の依存性に関する議論もある。また、最近では、アジ

ア経済の相互依存的特徴を報告している原[6]や、アジア経済研究所など

が中心となった玉村・佐野[25]や浦田・清田[27]などもある。

本稿では、これらのアジア経済に関する先行研究においてモデル分析や

統計資料で語られてきた相互依存性を、やや異なる角度から図解的・定量

的に表示しようとするものでもある。

以下では.第一に、使用データとして用いた90年のアジア国際産業連関

表の特徴を概観する。第二に、この連関表を用いて分析した産業ネットワ

ークの分析枠組みを簡単に説明する。第三に、産業部門や各国の経済規模

の違いに応じて、 「投入係数の逆転」という現象が起こることを説明し、

その解釈に触れる。投入係数の累乗計算を行う上でこの解釈への注意が必

要だからである。最後に、アメリカを含めたアジア経済圏の各国産業別の

依存関係の計算結果とその解釈を示す。

2　使用デ-夕

本稿の計算では、アジア経済研究所(IDE : Institute of Developing E-

conomies)が発行している1990年のアジア国際産業連関表の7部門表を

使用した。 7部門表を使用した理由は、 10ヶ国7部門の70×70表による計

算の簡便さからだが、産業連関表自体はこれ以外に24部門表も発表されて

いる。 24部門表に依れば.本稿における分析結果よりも詳細な各国産業同

士の相互依存構造を把握しうることは言うまでもないが、それは別稿での

課題とする3.

この産業連関表が対象としてる国と産業は表1の通りである。

また.実際の国際産業連関表のイメージは、図1の通りである4。

3なお、筆者は日本経済の産業ネットワーク構造に関して、 95年連関表の32部門だけ
ではなく. 186訂Plの統合招分f別こおいても分析を試みた。拙稿[9].
蝣'IDE 【18】 p.2.
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表1 : 1990アジア国際産業連関表の内訳

対象国 (10 ヶ国) 対象産業 (7 部門)

I イ ン ドネシア 1 農 林 水 産 業

M マ レ ー シ ア 2 鉱 業

P フ ィ リ ピ ン 3 製 造 業

S シンガポール 4 電気ガス水道

T タ イ 5 建 設

C 中 国 6 商 業 . 運 輸

N 台 湾 7 サ I ビ ス

K 韓 国
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図1 : 1990アジア国際産業連関表のイメージ

図1から分かるとおり、この国際産業連関表の特徴は、内生国間の取引

を非競争輸入方式として処理し、香港やその他世界(外生国)からの輸入

は別立てで計上している点にある。通常の日本の産業連関表は競争輸入方

式であるので、その相違点は、内生国間の輸出入が投入表内で各国間取引

として扱われることにある。

非競争輸入方式による連関モデルの需給均衡式は次のようになる.
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X-AX+㌔+E.

ここでXは内生国各国各産業別の産出ベクトル、 ㌔は域内最終需要ベク

トル、 Eは輸出ベクトルである.

3　分析方法:産業ネットワーク・モデル

次に.アジア経済の依存状況を産業ネットワークという方法で把握する

が,計算に使用したモデル式は次のようなものである。これは、数年前に

筆者達が共同研究で考えたプロセス・グラフ(RPG : Repercussion Pro-

cessGraph)の中の部P明Jlプロセス・グラフに該当するものである5。

P, -Adiag[A'-le) t-¥,2,-,m (2)

ここでP,はプロセス行列(nXn行列)、 Cは1だけの要素n個からなる列

ベクトル. diagi )は対角行列. tは波及ステップ数を表す(2)式は、投

入係数で与えられた経済構造への波及プロセスを、各ステップ毎に各産業

部門の波及星を産出方向に集計して、その後の投入を計算するというもの

である6.

この時.
/-1->P,-A.

また.
t-∞→　蝣Adiag[A'e)

:)より正確に言えば.木精の使用するグラフは.市臨・飯國・池口[14]の「逐次波及
モデル」とIchihashi. Ikeda. and liguni 【15]の「部門別プロセス・グラフ」を組み合
わせたものである.後述するように.グラフが表示している内容自身は　r個別産業のネ
ットワークをitl及ステップtrjに表している」と解釈できることから、本稿では産業ネッ
トワークグラフと名付けている.この点は前指【9]に依る.

プロセス・グラフの考え方の31本的バリエーションはIchihashi,Ikeda, and Iiguni
ll5】を.その改良版と日本経済への応用事例についての詳細は、市橋・飯國・池B3 [14]を
参E:'iのこと.また.比精【12日13】などの応用例もある.
なお. RPGの;fび名は.だi國・池凹[16]に依る.
・ftK　泊u日17]参照.



34　　　　　　アジア経済の産葉ネットワーク精通と投入係鼓の持故

なので,

∑P. - A∑diag[A!~'e) - Adiag(Be)
J-1　　　　　J-1

(3)

となる。ここでBはレオンチェフ逆行列である.右辺の対角行列は感応度

係数(前方連関係数)と類似のものである。

よって、 (2)式は(3)式右辺の波及ステップの第2項以降に対応している

ことになる。但し、 (2)式はステップ毎に各部門の投入を集計し、それを

プロセス行列に反映されている点が、 (3)式と異なる点である.プロセス

行列Pに入る各要素[PijUJ - 1,-,n圧、直前のプロセスまでの投入量

合計を受けた第j部門が第i部門に与える投入量を示すことになる。この

投入量の規模に応じて、ある水準以上の取引量を部門毎に示せば、産業ネ

ットワークグラフが描ける.

ところで,レオンチェフ逆行列表の考え方を、切断乗数として各波及ス

テップを把握するために変形すると、通常次のような級数展開を得る。

B-[l-A]-'-[l+A+A2+--+A'+-} (4)

右辺[ ]内の各ステップの値を全て集計し、ステップ数を無限大化す

ることで、集計値はレオンチェフ逆行列の値【トA]~■に収束することをこ

の式は示しているが.実は、この(4)式だけでは産業間の波及構造を正確

に把握することにはならない。なぜなら、右辺各項の投入係数行列の累乗

は、波及の累積結果のみを当該部門間で示すだけであり.どのような経路

を通じてその累積結果になるのかに関しては何も示していないからである。

この点を図解すれば次のようになる。今、 (4)式右辺の投入係数行列の

累乗を波及ステップと考えると,これは図2のように波及イメージを捉え

ることが出来る. 3部門表の投入係数行列でステップ3 (すなわち、 (4)

式のA3)を表示したときの結果が、例えば図2のようになったとする。す

ると、これはステップ3では各部門が第1部門に投入していることを示し

ている。だがこの図は如何なる経路を辿って第1部門に流れ込んでいるか
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は明示していない.

つまり、この切断乗数の累乗項は、

各ステップにおける始点と終点しか

示しておらず、その部門にどのよう

な経路を通じて辿り着いたかについ

ては示すことが出来ないのである。

これに対して、 RPGによる波及の

イメージは、図3のようになる。例

えば、上記図2の結果をRPGで表現

すると、図3のように描かれる可能

性は十分有りうることである。この

図では、第1部門と第3部門からの

波及はステップ2で第2部門を経由

してステップ3で第1部門にたどり

着き.第2部門からの波及はステッ

プ2で第1部門を経由してそのまま

ステップ3で第1部P事こたどり若い

ステップ/部門

ステップ1

ステップ2

ステップ3

35

待3
図2 :切断乗数の波及イメージ

ステップ/部n i　　　2　　　3

ステップ1

ステップ2

ていることが分かる.

つまり、 RPGの(2)式による波及

表現は.始点と終点だけではなく,

各ステップでどのような部門を経由し、

ステップ3

図3 : RPGの波及イメージ

どの部P事こたどり着いているのか

を明示するのに有用な表現方法ということになる。

このこと_の経済政策的含意は次のようなことである。例えば、図3のよ

うな波及を描く場合、経済政策としては第2部門が第1部門に与える影響

をこそ重複すべきことが分かる.すなわち.第2部門からの投入と第1部

門からの産出の関係がこの連関表では重要であることが分かることから、

産業育成政策を採るような場合には有益であるだろう.このことは図2の

累乗による波及からだけではイメージされにくい7.
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このようなRPGを用い.それを各国産業別にどのような波及精通を持

っているのかを抽出したものが、本稿で言うところの産業ネットワークで

ある.

4　経済規模や部門統合と投入係数との関係:投入係数逆転テスト

ところで、投入係数を用いて産業ネットワークを分析する際に注意して

おくべきことがある.これは、この後に述べる投入係数の累乗計算の結果

を解釈する上で必要なことでもあるので、本節で触れておくこととする。

産業関連分析においては.産業部門の産出規模や部門統合の仕方に応じ

て投入係数の解釈に注意が必要であることが知られている.これを通常の

産業連関表における2部門間の例で説明すると次のようになる8。

例えば・今、害t'部門と第j部門との総産出がX,<X,なる関係となり・

中間財投入についても∫蝣>-<蝣**という関係にあるならば、産出額レベルの比

較における解釈としては、 r第j部門が第1'部門よりも産出規模が大きく.

また、中間財投入においても第ノ部門が第i部門により多く投入している」

という解釈が成立する。

だが、だが投入係数レベルの比較になると、必ずしもaj,<auとはならな

い。なぜなら、投入係数は当該部門の産出額に対する中間財投入の比率で

あるから、この比率の大小によっては比較する投入係数同士の関係が変わ

ることが有り得るからである。

今、中間財投入額の大小関係が投入係数の大小関係と逆になるケースを

「投入係数の逆転関係」と呼ぶことにする.この逆転が起きるのは部門間

での経済規模が異なる場合とは限らない。

逆転関係が起きるのは、ある特殊なケースの場合だけである。それは、

7無論、不可能というわけではない。実際には投入係数行列や逆行列表の伯自体を把
握すれば、どの程度の波及規模であるかは認識できる.
8ここで述べる説明は,そのまま国際連関表や地域間連関表における2国間や2地域
間にも当てはまる.
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2部門間でX;<X;,*,;<^0時、葺く君-"サ>" , '.j,i,j-l,2,-,n

という命題で表現できる9。

すなわちこれは、産出量と中間投入量の大小関係が同順の二部門におい

て、当該部門同士の産出比より中間投入比が大きければ、投入係数の逆転

が起こる.ということである。そうでない場合、中間投入量の大小関係と

投入係数の大小関係は同じ順序関係となる。

だが逆に、このことを投入係数の大小関係だけからは判断できない。な

ぜなら、例えば、 aj, >a。となる場合・ 2部門の産出量方Iとxj、中間投入量xji

と,r,)の関係は、次の三通りの場合があり得るからである。

すなわち・一つは、 x,<xp∫ji>Xuの時であり・二つは・ X: >Xj,・*i> >Xllの

時であり、三つめは、 x,<xrJJi <Xuの時である(i.j.i.j-1,2,-.ォ.

一つ目のケースでは常にaM>auの関係が成立し、二つ目のケースではこ

の関係が成立する場合と成立しない場合がある。だが、二つ目のケースで

a>, >a;の関係が成立している場合・これは中間投入量の大小関係がそのま

ま投入係数の大小関係に反映しているので、一つ目のケ-スと同様問題で

はない。よって、投入係数の大小関係が中間投入量の大小関係と逆になる

のは第三のケースで発生する場合だけである。

さて、このような投入係数の逆転ケースはどの程度存在するのであろう

か?本稿で用いたアジア産業連関表の7部門表で、この逆転テストを試し

た結果は去2の通りである.

この表では.上に述べたように. 2部門間でXi<Xj,xJi <xuの時に、a,, >a^

9このことは.弾力性機念書を用いて説明すれば.

I >1-a.>`V　'≠),∫,y-l,2,-,n

fiiL.

一　-V　-Xり

S*E-こ

x.-x,

となる。ここでAはbt璋率を表わす.すなわち、これは2書肝可の中間投入比の産出比に
期する弾力性が1よりも大きければ.投入保鼓の逆転が起こる.ということを示してい

る.この間仔は、本文中の命題の開院式から容易に導Luされる.
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表2 - 1 : 1990アジア国際産業連関表における投入係数逆転テスト
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表2 - 2 : 1990アジア国際産業連関表における投入係数逆転テスト
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i*j,i.j-12,-.71となる関係を全て抽出して印をつけてある.例えば、イ

ンドネシアの農林部門の列とアメリカの農柿即lのfiにおける○は. X,, <

^A¥'XA　<X,,という状況なのに, aMII>ai,AIと逆転が起きていることを示

している。ここで、 X,.はインドネシアの尉右産出臥xMアメリカの農枯

産出額、  1サー^/lはそれぞれインドネシア農相部門のアメリカ良書木部Plへ

の投入、アメリカ農林部門のインドネシア農柿部門への投入を表している。

a^"とォ/MIは、それらに対応する投入係数である.

この表によれば、投入係数の逆転が起きているケースが203個あり、そ

れは投入係数全要素の約4%であることが分かる.これを多いと捉えるか

少ないと捉えるかは、分析者の問題意識に依存するところである。

この投入係数の逆転は、各国によって当然違いがある。表2では、マレ

ーシアの商業・運輸で13部門、フィリピンの商業・運輸で12部門の係数逆

転が多く生じていることが分かる。逆転が生じている主要な投入先は、マ

レーシアの場合、フィリピンとタイを除く8ヶ国の製造業などであり、フ

ィリピンの場合も、マレーシアとタイを除く8ヶ国の製造業などとなって

いる.

この投入係数の逆転関係が示唆する経済的解釈は次の通りである。

投入係数の逆転は、 2部門間の比較において、当該部門の産出1単位に

対する中間投入の割合が比較部門のそれに比べて大きいこと、すなわち、

比較部門からの中間投入により大きな割合で依存していること、を示して

いると考えられる。すなわち、これは、投入した部門が原材料投入の側面

で(比較対象の)産出部門により大きな割合で依存していることを意味し

ていることを示している.

例えば、マレーシアやフィリピンの商業・運輸の場合、中間投入額その

ものの大小関係と異なり、投入係数からは各国の製造業への中間投入(原

材料輸入)に大きな割合で依存している、という解釈が可能となるのであ

る.
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5　計算結果とその解釈

41

さて、本節は3節で示した方法による産業ネットワークの計算結果を示

す。ここでの計算は基本的にS言語プログラムを使用した10。

まず始めに、 10ヶ国7部門表の産業部門の配置換えを行うO　その方法は、

与えられた連関表のレオンチェフ逆行列から産出量集計値を基準にして降

順にソートし直すことで行った。 _=れは、感応度係数の降順ソートと本質

的に同じである.

更に,得られた集計ベクトルを元にソートを行うことで投入係数行列の

配置換えを施し、一種の三角化行列を作成した。

このソート済投入係数行列を用いて逐次計算を行い、逆行列集計値への

収束割合をステップ毎に求めたものが表3である11.

表3 :波及過程の収束状況(90年アジア10ヶ国7部門表)

逐次計算集計値/ 逆行列集計値

1 次 0.7 78 6 38

2 次 0.8 90 5 92 3

3 次 0.94 5 22 7

4 次 0.9 72 33 14

5 次 0.9 85 92 4 3

6 次 0.9 92 79 6 7

7 次 0.99 6 29 43

またその収束状況を示したものが図4である。この図は次のようにして

描かれた.まず、逆行列集計値への収束割合が99%以上となる6次ステッ

プまでの累乗計算を先の(2)式によって行うIZ.次に、各要素(全部で

lus言語の解説はベッカー他[3]などを参ffii。
11ここでは.逐次計算の結巣を全部門合計し逆行列値に対する比率を示している。義
IIJにおける　r迂次計算災計班」とは.この逐次計算の全部Pl拾計伯のことである。
Il'表3から.当.qその要素の合計随は逆行列k・計伯の99.3%に相当する。なお、ここ

では逆fim壬における古事in合計伯∑∑b,)をr逆行鵬計帆と呼ぶこととする。
;-l i-1
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29,400個の要素)L3を降順に並べ替えた上で、初期値にその最大値を取り、

そこに一つひとつの逐次累積値を計算する.その結果と.逆行列集計値へ

の収束割合とを、散布図にして可視化する。つまり、図4は、逆行列集計

値への収束割合(縦軸)と、降順ソートした要素の累括値(続軸)との関

係が図示されていることになる14。この処理は. RPGによってある一定水

準以上の波及を図解する際、その基準値を内生的に求められるのに有益で

ある。

表3に見るとおり.逆行列集計値への収束割合が99%を超えるのは6次

ステップである15。なお、図4に基づいて逆行列集計値への収束割合が99

%を超える要素の値(それを今「臨界水準」と呼ぶことにする)を求める

と、その値は0.0004274で.それは6次ステップまでの全要素数29.400間中

s
s
a
n
a
巴
f
f
>
B
a
サ
l
H
コ
巴
鼠

t
t
^
^
^
K
E

t
o
　
　
　
　
　
9
0

0.0　　　　　　　　0.2　　　　　　　　0.4　　　　　　　　0. 6　　　　　　　　0.8

as迅U闇fitefclit i

図4 :波及水準と逆行列値への収束状況(90年アジア10ヶ国7部門表)

136次ステップまでの全要素数は、先の(2)式によって6次ステップまで計算した時
のP′全ての要素数を指す.ここでは70×70×6-29,400となる。
14但し、図4は全体として99.3%までの収束状況しか示されていないので. 100%ま
での収束状況とはなっていない。
15この結果は、拙稿[9]における95年全国表の32部門表や186部門表と偶然にも同じ
結果であった。
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3,068番目であった.

次に、図4から得た臨海水準0.0004272を基準にして、この水準を超え

る投入量(波及量)のみをグラフ化するとRPGの図5が得られる。上記

の通り、この図は逆行列集計値の99%以上の取引を表現していることにな

る16。

図5 :RPG (90年アジア10ヶ国7部門表)

図5では,スペースの関係で全ての国と部門数を上下に分けて表示して

いるが.各国からの需要が大きい上位5部門は全て製造業で・国の内訳は

上位から日本.中臥アメリカ.台湾、韓国の5ヶ国であるoまた、サー

ビス業として上位に位置しているのはアメリカ(6位)・日本(8位)で

ぁる。その他は,上位12位まで製造業が続くが、 13位に日本の商業・運輸、

14位に中国の農相水産業が位置していることが特徴である。これらの那門

は、アジア経済圏の中で重要な役割を果たしていることが分かるo

・5コンピュータ上の実陀のRPGは線の太さと色分けをすることで、波及の強さを表
現している.図5におけるデータの喝合・ 0・5より大きい波及は黒色・太さ5レベル(檀
太托). 0.ト0.5の波及は赤色・太さ4レベル(太線), 0.3-0.4の波及はピンク・太さ3
レベル(中大托)、 0.2-0.3の波及は水色・太さ2レベル(細線)、臨海水準以上0・2まで
の注及はl'絶・太さlレベル順臼托)で表示されている・
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図7 :アジア国際産業ネットワークグラフ1990
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逆に.最も需要が低いのは建設.農林水産、鉱業などで、下位から順に

中国の建設、シンガポールの農林水産、タイ、フィリピン.シンガポール

の建設、日本の鉱業となっている。建設部Pqの需要が低いのは、各国の国

内需要に対応することがこの部門の特徴だからであると考えられる。

また、東南アジア各国の貞献は、相対的にはそれ程規模の大きいもので

はない結果となっている17.

次に、産業ネットワークの状況を、日本製造、中国製造、アメリカ製造、

台湾製造,フィリピン製造、インドネシア製造、台湾サービス、シンガポ

ールサービス、タイサービス、インドネシア商業、タイ鉱業、中国建設の

12部門(8ヶ国5産業)を中心に見た.

ここでは紙数の関係で、そのうち最も波及が長く且つ規模も大きい日本

製造の他、特徴的なグラフを描いた台湾サービスとタイ鉱業だけを示して

おくこととする.それが、図6-図8である.

これらの12部門RPGの結果から指摘できる主な特徴は次のようなこと

である。

1.波及の「長さ」と「拡がり」について考察できるのがRPGの大き

な特徴であるが、波及の長さの点では製造業のうち日本、中国、ア

メリカ、台湾の上位4ヶ国の自部門への波及は6次ステップまで伸

びた.これは、これらの当該国の産業の自己部門(製造業)への影

響力が強いことを示している.製造業全体の影響力の強さはRPG

によっても確認できる結果となっている。

2.逆に、フィリピンやインドネシアの製造業は4次ステップまでし

か自己部門への投入が伸びていない。だが,インドネシアの場合、

5次ステップまで鉱業への投入が続いており、この国の製造業-紘

業の結びつきの強さが示された.

3.中国.アメリカ,台湾3ヶ国製造業は. 2次ステップで波及の強

さが増大していることがグラフ線の太さで示された18.これは1次

L;ムii'<i化が7 {>のマレーシアの53」」である.
lhコンピュータシミュレーションにおいては色によってもその違いを表示している.
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ステップで多くの部門から投入が累積された結果、 2次ステップで

の自己波及が増幅した結果であると考えられる.だが.その強さは

3次ステップ以降には維持されなかった。

4.日本製造業の自己波及においては、 0.4以上の強さが3次ステップ

まで維持された.この自己波及の強さの維持は、他国の製造業には

見られない特徴であった.だが、一つの例外は、中国製造業におい

て、 1次ステップで中国建設からの投入を受けて、 0.4以上の自己

波及を2-3次ステップで実現したことであった。

5.他方、サービス業を見てみると,台湾、シンガポール、タイ3ヶ国

の自己波及はそれほど長くなかった.最長で、台湾サービスの5次

ステップであるが、そこで維持されるネットワークは自己波及では

なく、台湾製造-サービスという関係であった.

6.その他の特徴としては、タイにおける電気ガスー鉱業という投入産

出が3次ステップまで続いたこと、中国における建設一製造という

投入産出が、 1次ステップで最大規模の0.5よりも大きな波及を記

録したが持続性がなかったこと、などである。

続いて、以上のネットワーク状況を数値で示したものが、表4-表5で

ある19。ここでは、 RPGで上位に位置している部門を中心に、各国の特徴

的産業として、日本、中臥　アメリカ、台湾、韓国を含むアジア10ヶ国全

ての製造業、アメリカ、台湾、シンガポ-ル、タイなどの上位から中位の

サービス業、他国産業からあまり影響を受けていないと思われるインドネ

シア商業、タイ鉱業、中国建設の合計17産業を示してある。

1.まず、産出面(Output)について見ると、日本製造業の産出は34箇

所とのネットワークを形成しており、この波及規模におけるネット

ワークとしては、分析対象国中最多となっている.国別内訳は、ア

メリカと中国を除く8ヶ国全てである。この例外2ヶ国との取引が

小さい原因は、両国とも自国への投資が日本に対するよりも大きい

19これらの表の数値は、 1次ステップで0.01以上の波及レベルを抽出したものである.
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表4 :アジア経済産業ネットワーク1

.
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ためと考えられるごU.それぞれの国は、自国へのより大きな投入規

模を維持する独立した経済圏の特徴が現れていると思われる。だが、

日本製造業は、両国以外のアジア経済各国との強いネットワークを

維持している。

2.次に産出が多いのはアメリカ製造業で、 22箇所とのネットワークを

形成している.国別内訳は.日本.中国、インドネシアを除く7ヶ

国となっている。アメリカ製造業のアジア経済への依存度も相対的

に鼓いことが分かる.

3.他方.中田製造は. he所とのネットワークを形成しているが、国

別では白田とシンガポールの2ヶ国のみである。とりわけ、自国へ

の庄山規模はその汝伯からかなり大きいことが分かる.社会主義国

JJこの㌶男二はS3言.投入に妄tfi列から門られたものであるので.投入額や総産と11勒そ
のものt.:′トさいということ」蝣」ずLも.正味しない.この.'.'.(は前述の4ufi参照.
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として考えれば当然の特徴かも知れないが.中国製遇は自国産業と

の取引が主要なものとなっている.シンガポールへの産出が記托さ

れているのは、華人系が同国において経済的に強い影害力を持って

いることと関係しているのかも知れない。

4.投入面(Input)では、 10ヶ国どの国の製造業も、それほど大きな波

及を生み出してはいない結果となっている。日本.アメリカ.中国

3ヶ国の製造業の投入は.いずれも自国経済にしか波及していない。

5.一方、他の7ヶ国の製造業は.いずれも外国への投入が記録されて

いる。台湾と韓国の製造業は自国以外には日本.アメリカに、マレ

ーシア製造は日本、シンガポール、アメリカ.台湾に、フィリピン
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製造は日本、アメリカ、台湾に、タイ製造は日本、アメリカ、シン

ガポールに、インドネシア製造は日本に、シンガポール製造は日本、

アメリカ、マレーシア、中国、台湾、韓国に、という結果である。

6.この非対称性は次のことを示唆する。日本、アメリカ、中国の製造

業はアジア経済圏からの中間財輸入を(自国の総産出に対して)相

対的に小さい規模でしか行っていないのに対し、他のアジア諸国は

各国からの中間財輸入に(総産出に対して)相対的に大きな規模で

依存しているということである。但し、先の4節で触れたように、

この傾向は、投入係数の逆転ケースを含んでいるものでもあるので、

あくまでも各国各産業の総産出に比した相対的傾向であることに注

意する必要がある。

7.但し、シンガポール.台湾、マレーシア、韓国の4ヶ国は自国以外

にも産出(中間財輸出)が強い結果となっているので、中間財輸入

国としての特徴をより強く持っているのは、フィリピン、タイ、イ

ンドネシアの3ケEgということになる.

8.アメリカ、台湾、シンガポール、タイのサービス,シンドネシア商

業.タイ鉱業、中国建設は.いずれも波及数、波及規模の点でそれ

ほど大きいものではないことが分かる。但し、例外は中国建設の同

国製造業への投入で、波及規模は0.5より大きい。なお、この産業

から産出が記録されていないのは.建設業特有の基本的に国内にの

み産出を行っているという結果であると解釈できる。

6　法論的覚え書き

本稿では,アメリカを含めたアジア10ヶ国の経済圏について、その経済

的相互依存関係を図解的・定立的に提示した.

アジア経済における相互依存関係においては.日本、アメリカ、中国の

影書力が絶大なものであることは国際連関表からも明らかである。但し、
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投入係数的視点からは.日本とアメリカが主要な中間財輸出国となり、日

本、アメリカ、中国を除く7ヶ国が中間財輸入国となっている特徴を有し

ている。この中間財の輸出入の相手は.アジア各国各産業に及んでいる。

また中国は、国内産業で投入産出が循環するr問題的」特徴が他国よりも

強い。

だが、これらの結果は.各国産業の規模や部門統合の違いを含んだもの

であるので,投入係数の大小関係が中間投入額そのものの大小関係と必ず

しも一致するものではないため.あくまでも各国の総産出に対する相対的

な規模であるということを注意する必要がある。本稿では、そのた糾こ「投

入係数の逆転テスト」を行い、経済規模と投入係数の特殊理論的な関係に

ついて検討を行った。その結果,この特殊な関係にある産業は本稿が扱っ

た全部門数の約4%と軽微であった。

90年のアジア産業連関表から得られたこのような産業ネットワークの特

徴は、 21世紀を迎えた現在においても基本的に変化していないだろうと推

察できる。もしもそうだとしたら、アジア通貨危機のような経済ショック

は、アジア各国からの中間財輸入の減退として各国に影響するが、日本や

アメリカの経済不況はアジア経済が好調であれば両国の中間財輸出によっ

て緩和される可能性が高いことを意味している。逆に言えば、アジア経済

の不況が日米経済の不況を引き起こす可能性も窄んでいることを意味し、

また、アジア経済と日米経済が同時不況に突入する場合、その影響は深刻

なものになることを示唆している。

本稿における分析は、あくまでも投入係数(中間投入・中間需要)にお

けるデータの特徴である。アジア各国における経済状況の総合的な判断は、

当然、最終需要分析との関連で考察されねばならないだろう。本稿では詳

細を果たせないが、最終需要や総需要レベルで考えるならば.アジア経済

における「巨人」はアメリカ、日本、中国であることは間違いなく、輸出

入における規模で突出した影響力を保持している。

但し、各国レベルで見た生産構造の多部門間の依存状況は、最終需要で
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の状況のような一方的な関係だけではないということが、本稿の分析から

指摘しうる。

なお、本稿のデータ的限界として、産業分類が大きいために製造業の影

響力にその特徴が集約され過ぎている点があげられる。この点は、より細

やかな産業分類によって把握しなければならないが、例えば、 24部門表に

よる分析は別稿における課題としたい21。
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